
1．はじめに

　香川県は，2020年4月に「香川県ネット・ゲーム依存
症対策条例」（令和2年香川県条例第24号。以下「本条
例」という。）を施行した。この条例については，子供の
スマートフォン利用やインターネット，ゲーム等の使用に
関する制限を設ける旨が示されたことから，メディアでも
数多く取り上げられてきた1。
　本条例が定められた背景には，スマートフォンやイン
ターネット利用が当たり前の日常となり，スマホゲームや
携帯型ゲーム機の登場によってゲームをする時間が多く
なってきていることに対する警鐘があるといえるかもしれ
ない。他方で，情報化社会の中での利便性や必要性から，
スマートフォンやインターネット自体が「悪いもの」とは
いえず，ゲームそれ自体も様々な感性を育むこと，創造性
を豊かにすること，あるいはストレス社会の中でのストレ
ス発散のためにも必要であるということができるだろう。
　本条例では，特に子供たちのゲーム時間やスマートフォ
ンの利用時間を制限する規定があるが，こうした制限が，
憲法上の問題を生じさせる可能性もある2。本稿では，
「ゲームやインターネット利用」などの自由との関係で，
ゲーム条例が憲法上容認されうるかを検討する。

2．香川県ゲーム条例の概要

　本条例は，2019年にゲーム依存などを問題視する指摘
が見られた中で，同年5月にWHOが「ゲームのやり過ぎ
で日常生活が困難になる『ゲーム障害』を国際疾病として
正式に認定」3したことも影響して，香川県議会において
議論がなされてきた。そして，2020年3月に本条例が制
定され，同年4月より施行されている。
　本条例では，前文として，インターネットやゲームの過

剰利用が子供に関する学力等の問題を引き起こす可能性が
あること，「ゲーム障害」が疾病と認定されたこと，ゲー
ムにも依存性の問題があること，を背景として，ゲーム依
存に対する対策の必要性が述べられている。
　そして，本条例の目的としては，「ネット・ゲーム依存
症対策の推進について，基本理念を定め，及び県，学校等，
保護者等の責務等を明らかにするとともに，ネット・ゲー
ム依存症対策に関する施策の基本となる事項を定めること
により，ネット・ゲーム依存症対策を総合的かつ計画的に
推進し，もって次代を担う子どもたちの健やかな成長と，
県民が健全に暮らせる社会の実現に寄与すること」が掲げ
られている（1条）。
　本条例では，「ネット・ゲーム依存症」対策を行うこと
掲げていることになるが，この「ネット・ゲーム依存症」
とは，「ネット・ゲームにのめり込むことにより，日常生
活又は社会生活に支障が生じている状態」を指すものとさ
れ（2条1号），ゲームをやりすぎることによって日常生
活が困難になるという「ゲーム障害」と同じ趣旨のものと
いう理解をすることもできる。他方で，「ゲーム障害」に
は，少なくともゲームと関わらない「インターネット」の
利用は含まれていないところ，その点で「ゲーム障害」と
本条例にいう「ネット・ゲーム依存症」とは異なるとの見
解もある4。
　つまり本条例は，ネット・ゲーム（インターネットやコ
ンピュータゲーム5）に対する依存性や，ネット・ゲーム
によって日常生活に支障をきたすことを防ぐことにより，
子供の健やかな成長と県民が健全に過ごすことのできる社
会実現に寄与することを目的としている。ネット・ゲーム
依存症対策にどれほどの必要性があるのかという意見はあ
るかもしれないが，必要性があるとの前提で，その対策を
講じることにより，子供の健やかな成長や，県民が健全に
過ごすことのできる社会実現を図ることが掲げられている

　2020年4月に，香川県は子供のゲーム時間などを制限することを内容に含む条例を施行した。その背景には，「ゲーム障害」を病気と
して位置づけ，ゲーム依存症対策を行うべきだとする動きがある。ゲームやインターネットをすること，スマートフォンの利用などは本来
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制約する可能性のある条例との比較を通じて，香川県条例の憲法適合性について検討する。
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ことからも重要な目的を有する条例ということができる。
　本条例では，県の責務として，県民をネット・ゲーム依
存症に陥らせないため市町などと連携して「乳幼児期から
のこどもと保護者との愛着の形成の重要性」についての啓
発活動や子供をネット・ゲーム依存症に陥らせないために
屋外での運動，遊び等の重要性の理解や健康・体力づくり
の推進などを行うこと（4条）や，学校の責務としての子
供への指導，保護者への啓発など（5条）について定め，
保護者の責務として，子供がネット・ゲーム依存症に陥ら
ないように努めること（努力義務），子供のネット・ゲー
ムの利用の管理をすること（6条）を定めるほか，国との
連携（8条）などを定めている。
　また，本条例では，次のような基本理念が掲げられてい
る（3条）。
　「ネット・ゲーム依存症対策は，次に掲げる事項を基本
理念として行われなければならない。
　（1）ネット・ゲーム依存症の発症，進行及び再発の各
段階に応じた防止対策を適切に実施するとともに，ネッ
ト・ゲーム依存症である者等及びその家族が日常生活及び
社会生活を円滑に営むことができるように支援すること。
　（2）ネット・ゲーム依存症対策を実施するに当たって
は，ネット・ゲーム依存症が，睡眠障害，ひきこもり，注
意力の低下等の問題に密接に関連することに鑑み，これら
の問題に関する施策との有機的な連携が図られるよう，必
要な配慮がなされるものとすること。
　（3）ネット・ゲーム依存症対策は，予防から再発の防
止まで幅広く対応する必要があることから，県，市町，学
校等，保護者，ネット・ゲーム依存症対策に関連する業務
に従事する者等が相互に連携を図りながら協力して社会全
体で取り組むこと」。
　さらに，本条例に関して議論を呼んでいるものとして，
ネット・ゲームの時間を制限する規定がある。
　本条例18条では，子供6のスマートフォン等の使用制限
に関する規定が設けられ，ここでは，「ネット・ゲーム依
存症につながるようなコンピュータゲームの利用」を1日
あたり60分（学校等の休業日には90分）までを上限と
すること，「スマートフォン等の使用」については，義務
教育修了前の子供は午後9時までに，それ以外の子供は午
後10時までに使用を止めることを基準とした家庭内での
ルールづくりを保護者に求めている。
　この規定には罰則が設けられているわけでもなく，義務
の対象者は「保護者」であるため，子供のゲームやスマー
トフォンの利用を直接的に制限しているわけではない。他
方で，本条例が，保護者によってゲームやスマートフォン
の利用を制限することを後押しすることや，学校，家庭な
どでゲーム時間等に関する指導が行われる根拠とされるこ
とを通じて子供のゲーム等の利用が制限されることとなれ
ば，子供に対する間接的な制約ということはできる。
　本条例についてどのような問題点があるのか，ネッ
ト・ゲーム依存症対策の必要性，実効性確保などの観点も
踏まえて，ゲーム時間等を規制する条例の可否を検討した
い。

3．香川県ゲーム条例にかかる問題点

　本条例については，その内容等について問題点が指摘さ
れているところであるが，次章での検討の観点から，①条
例の立法事実に関する点，②子供のゲーム時間等を規制す
ることが憲法13条や21条に反する可能性，③条例の実
効性確保の問題点について概説しておくこととする。
　①条例の立法事実に関する問題点
　条例の立法事実については，条例の立法目的が一応重要
なものであるということは前に述べたところである。条例
の目的の重要性が低い場合には，それに比して住民等に求
める責務等が重い場合や住民の権利侵害がある場合に，住
民が負担を強いられてまで条例を制定する「必要」がある
かということになる。本条例では，子供の健やかな成長や
県民が健全に過ごすことのできる社会実現という目的を掲
げているが，ここには重要性を見出すことができる。他方
で，その前提となる「ネット・ゲーム依存症」が規制をか
けなければならないほどの社会問題性を有しているかとい
う点については疑問がないわけではない7。
　ゲーム等を「害悪」と位置づけることを前提として考え
ると，「ネット・ゲーム依存症」問題を解決するための取
組みとして規制することも重要であるといえるだろうが，
「ゲーム障害」を疾病として位置づけるとしても，「ゲー
ム」それ自体が「害悪」であるとの認識は，少なくとも
2020年現在わが国の中で共有されているとはいえない
だろう。ただし，条例の目的に照らしてそうしたゲームの
規制が極めて効果のある施策であるのであれば，こうした
位置づけを前提としているからといって条例が直ちに無効
であるとはいえない。この点については，紙幅の関係上，
本稿においては憲法適合性に焦点を当てることとする関係
で詳細な検討を行わないことをご容赦いただきたい。
　②子供のゲーム時間等を規制することと憲法上の権利
　私たちのあらゆる行為は，基本的には自由であることを
前提としている。これは，人が生きる上では当然のことと
いえるだろう。他方で，そうしたあらゆる行為の自由が，
すべて憲法上の保護を受けるわけではない。こうしたこと
から，憲法13条後段の幸福追求権は，あらゆる生活領域
に関する行為の自由8ではなく，個人の人格的生存に不可
欠な利益を内容とする権利の総体をいうとされる（人格的
利益説）9。
　また，この幸福追求権の一部を構成するものとして，人
格的自律権（自己決定権）があり，ここでは，個人は，公
権力から干渉されることなく，自ら決定できる権利を有す
るとされる10。ここで自己決定権の観点から，ゲーム等を
公権力の干渉を受けることなく自由に行うことができるの
かという論点があろう。少なくとも，学校内という一定の
規律の下で行為が制約される環境ではなく，家庭内などの
本来自由であるはずの時間において公権力の干渉を受ける
場合には，憲法上問題があるということができるだろう。
　ただし，自己決定権についても，あらゆる行為について
公権力からの干渉を受けることなく決定できるという前提
に立つものではない11。
　本条例のようにゲームの時間を制限する，またはイン
ターネット等の利用時間帯についての制限を設けることが，
幸福追求権ないし自己決定権という憲法上の権利を侵害す
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るとまでいえるかどうかが論点の一つとなりうる。
　また，インターネット等の利用時間帯の制限も設けてい
ることが，表現の自由に対する制約となるということもで
きる。表現の自由を支える価値には，個人が言論活動を通
じて自己の人格を発展させるという自己実現の価値と，言
論活動によって国民が政治的意思決定に関与するという自
己統治の価値があるとされる12。こうしたことから，表現
の自由は個人の人格形成とともに国民の政治参加のための
不可欠の前提をなす権利とされている13。
　表現の自由のためのツールの一つとしてスマートフォン
の利用，インターネットの利用があることは，今日の情報
化社会の中では周知の事実であり，これを「子供」だから
といって直ちに制約してもよいといえるものではない。子
供は，「政治参加をしない」から表現の自由を保障しなく
ても良いという意見もあるかもしれないが，公職選挙法が
改正され，18歳投票が始まっている中で，子供たちこそ
自分たちの将来を考えるための議論などを行う機会を持つ
べきで，そのためのツールの一つとしてインターネット等
の利用があるということもできる。
　さらに，表現の自由の一内容とされる「知る権利」は，
表現の受け手の自由（聞く自由，読む自由，視る自由）を
保障しているとされ14，ここでは，個人が様々な事実や意
見を知ることによって人格形成や政治への有効な参加を行
いうるとされる。保護者や教師の教えなどが正しいとは限
らず，保護者などにとって都合の良い情報だけを子供に提
供するようなことは，子供の人格形成，子供の健やかな成
長にとって望まれていることとはいい難い。知る権利の観
点からは，インターネットを通じた情報のみならず，友人
との連絡やゲームの中から新たな知識の提供を受けること
もその保護の対象となりうる。
　こうした点から，インターネット等の利用時間帯につい
ての制限を設けることなどが，知る権利を含む表現の自由
という憲法上の権利を侵害するとまでいえるかどうかが論
点の一つとなりうる。
　③条例の実効性確保の問題点
　本条例は，子供の健やかな成長などを目的として，ネッ
ト・ゲーム依存症対策を講じることとしているが，こうし
た目的のために必要な対策，施策が十分に講じられるもの
となっているかという問題点がある。この点は，憲法適合
性に関する論点とは直接関係するものではないが（条例上
の制約のあり方が比例原則違反などという論点はあろう
が），若干付言しておく。
　本条例では，「ネット・ゲーム依存症」や「ゲーム障害」
の対策が必要な人は子供に限られるものではないものの，
大人に対する制限は特に設けられていない。本条例が「子
供」の「ネット・ゲーム依存症対策」のみを対象としてい
るのであれば，子供に関連するゲーム時間等の制限を設け
ることも理解できるが，県民全体の「ネット・ゲーム依存
症対策」にとっては，不十分なものといえる。
　この点，大人は，子供に比して自己抑制する力が備わっ
ているという指摘もあるかもしれない。他方で，大人に関
しても喫煙，アルコール，ギャンブル等への依存などがあ
るように，依存症問題は存在しており，「ゲーム障害」が
疾病とされることを条例制定の背景として位置づけている
以上は，子供と同様に大人に向けた対策が十分に講じられ

ていなければ，本条例が「子供に対する人権制約」と捉え
られることとなろう。
　さらに，本条例では，子供を「18歳未満」と位置づけ
て制約を設けているものの，大学生や若い世代全体，すな
わちゲームやスマートフォン，インターネットの利用が日
常化した世代に対しては，一定の制約を設けることが必要
であるはずである。こうした点についての対策もなく，
「子供」に対する制限を設けることによって条例の目的を
達成するための効果があるといえるのか疑問がないではな
い。

4．香川県ゲーム条例の憲法適合性

　前章で述べたように，本条例については，問題となりう
る点がいくつかある。その中でも本章では，本条例が憲法
上許容されうるものであるかを検討する。
　本条例が定めるような，「ネット・ゲーム依存症」ない
し「ゲーム障害」について，わが国の法令には特に定めが
なく，国の法令との関係で本条例が問題となるというわけ
ではない。仮に，国の法令でゲーム等に関して規定するも
のが存在することとなれば，国の法令と条例との関係で検
討しなければならない。すなわち，条例制定権に関する
リーディングケースである徳島市公安条例事件で，最高 
裁15が，「地方自治法14条1項は，普通地方公共団体は法
令に違反しない限りにおいて同法2条2項の事務に関し条
例を制定することができる，と規定しているから，普通地
方公共団体の制定する条例が国の法令に違反する場合には
効力を有しないことは明らかであるが，条例が国の法令に
違反するかどうかは，両者の対象事項と規定文言を対比す
るのみでなく，それぞれの趣旨，目的，内容及び効果を比
較し，両者の間に矛盾牴触があるかどうかによつてこれを
決しなければならない」と示していることとの関係を検討
することになる。
　本稿執筆時点では，わが国がゲームの時間等を制限する
ような法令が制定されていないため，本条例においては，
本条例の規定が直接憲法上の権利を侵害するものであるか，
いい換えれば憲法上保護された利益として，本条例の定め
るようなゲームの時間を制約されないことなどが認められ
うるかを検討する必要がある。
　①憲法13条との関係
　憲法13条の幸福追求権や自己決定権との関係で，本条
例によるゲームの利用時間等の制限が権利侵害となりうる
かという点を検討しておく。ゲームを自由にすること，
ゲームの時間を制約されないことは，それ自体は個人の嗜
好に属することで，他者の権利を侵害しない限り自由に行
いうる事項であるということはできる。例えば，スマート
フォンでのゲームを車の運転中に行うなどして交通の安全
や他者の権利を損なう可能性がある場合などには，これを
一般に禁止するという制約はありうることになる16。
　幸福追求権等の憲法13条後段の理解を一般的な行動の
自由を保障したものと捉えて，個人の行動の自由を国家な
どが制約しようとする場合には，その制約の正当化につい
て公共の福祉に照らし説明することが国家の側に求められ
るという考え方もある17。このような考えに立つと，本条
例のような制約の正当化について公共の福祉に照らした説
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明が香川県側に求められることになろう。
　しかし，前章でも述べたように，自己決定権については，
あらゆる行為について公権力からの干渉を受けることなく
決定できるという前提に立つものではない18。そして，幸
福追求権についても，あらゆる行為の自由を前提とするも
のではなく，個人の人格的生存に不可欠な利益を内容とす
る権利の総体をいうとされる（人格的利益説）19。そうす
ると，ゲームをすること，ゲームの時間を制約されないこ
と等が憲法上保護されるためには，これらに人の人格的生
存に不可欠であることが認められる必要があるといえる。
　ゲームそれ自体は，「嗜好」に当たるとされるだろうこ
とから，それ自体を人格的生存に不可欠なものと捉えるこ
とは難しいようにも考えられる。他方で，「eスポーツ」20

と呼ばれるものが近年活発化しており，ゲームを通じた競
技として理解され，子供たちの間でも活発に行われている
ところである21。このeスポーツは，政府が推進する
「クールジャパン戦略」の一端を担うものでもあり，また，
ゲームという交流の場を通じて子供たちの人格的成長を期
待することもできるだろう22。将来IT関係の仕事を目指す，
ゲームクリエイターを目指す子供はもちろん，将来の進路
等を選択する場合には様々な経験，情報を得ることが必要
になり，その意味においてゲームをすることを人格的生存
に不可欠ということもいえなくはないだろう。特に「子
供」の将来の可能性を保護者や政府などの一方的な考えに
よって制限することは認められるものではないことからす
ると，より制限的でない方法で，子供の健やかな成長とい
う目的を達成することが求められるといえよう。
　以上のことを考慮すると，本条例が子供のゲーム時間を
一律に制約することを求めることは，これが公権力による
間接的な制約として違憲と評価されるだろう。
　②憲法21条との関係
　憲法21条の表現の自由や知る権利との関係で，本条例
によるスマートフォンやインターネット等の利用時間帯の
制限が権利侵害となりうるかという点を検討しておく。
　表現の自由は憲法21条に保護される権利であるが，こ
れはインターネット上の表現活動に対しても保障が及ぶも
のと解される23。あるインターネット上の表現がコミュニ
ケーションとしての「表現」と解されるか，「通信」と解
されるかによってその保護のあり方，憲法理論の適用のあ
り方に違いが生じることはあるとしても24，これらが憲法
上保護されないとの評価を受けるものではない。
　このため，一般に表現の自由の一内容として，スマート
フォンやインターネット，場合によってはオンラインゲー
ムなどを通じたコミュニケーション・表現活動が，表現の
自由として保護されうると解される。
　本条例の素案段階では，当初，ゲームの時間だけではな
く「スマートフォンなどの利用時間」について制約する方
針であったが25，この点については，本条例の規定にある
ようにゲーム時間についてのみ制約されることとなってい
る。このため，表現やコミュニケーションの機会が著しく
制約されるというものとはなっていない。他方で，「ス
マートフォン等の使用」については，義務教育修了前の子
供は午後9時までに，それ以外の子供は午後10時までに
使用を止めることという時間帯の制限26が設けられている
ところ，これが子供たちの表現やコミュニケーションの機

会を著しく制約すると解される場合には，表現自由との関
係で違憲と評価されるだろう。
　義務教育修了前の子供であっても，小学校高学年の児童
や中学生などは，塾などに通い勉学に励むなどして，午後
9時や午後10時頃まで勉学に励んでいる者もおり，学校
や塾が終わるまでスマートフォン等の使用が困難な者もい
るだろう。そうした者に配慮するのであれば，スマート
フォン等を使用できる時間帯をより制限的でないものとす
る余地はあろうし，高校生にあっても，午後10時以降ま
で塾などで勉学に励んでいる者も多い。他方で，そうした
者については，「ネット・ゲーム依存症」や学力低下等の
心配がないため，各家庭の判断で午後9時や午後10時以
降にも例外的に使用する事を認めても良いとすることも可
能ではある27。
　しかしながら，各家庭の判断で午後10時以降などにス
マートフォン等を使用することを可能にしているとはいっ
ても，条例の基準に基づいて午後9時，午後10時以降の
使用を禁止するという家庭の子供で，塾などでの勉学が午
後10時以降などまである場合には，その子供にとっての
表現やコミュニケーションの機会，さらには「知る権利」
を侵害する可能性があり，こうした基準は改められるべき
である。
　③本条例のあり方
　おそらく香川県は，本条例が保護者に対して罰則を設け
ていない「努力義務」によって，子供たちのゲームやス
マートフォン等の使用に関する時間の管理の意識を持たせ
ることを規定しており，子供たちに対して直接の制約を設
けていないことから問題がないとするのであろう。しかし
ながら，本条例は，保護者の行動を制約し28，または，保
護者が子供のゲームやスマートフォン等の使用時間に関し
て制約することの根拠となるもので，間接的とはいえ結果
的に子供が有する自由を制約するものとなっているという
ことができる。そして，本条例自体も，こうした「子供が
有する自由が制約されること」を保護者に責任転嫁する形
で実現することを目的としている，すなわち，ゲーム時間
の制約，スマートフォン等の使用の時間帯の制約を目的と
していると解することもできる。
　このことは，「ネット・ゲーム依存症」対策と称しなが
らも，県民一般に対しての具体的な制約やゲーム・ネット
関連事業者に対する義務などの他の具体的な施策を定める
ことなく，子供のゲーム時間等の制約のみを具体的に規定
しこれを実現しようとする内容からもこのように解するこ
とができよう。
　本条例の規定は，子供の人権を制約する内容を含みつつ
も，それに対する配慮やより制限的でない制約のあり方が
示されているわけでもない。本条例の背景には，学力低下
やゲームやスマートフォン等の使用の時間の多い子供への
対応に苦慮しているとする学校や保護者などの意見がある
と考えられるが，ここでは，当事者である子供の意見が十
分に反映されているとも思えない。大人のエゴで，子供の
人格形成の機会を奪うことは許されるものではなく，学校
や保護者が子供と十分なコミュニケーションを取ることに
よって，各々に必要となるゲーム時間の制限などを行うべ
きであって，少なくとも条例等で公権力が基準を示すこと
が，子供の人格形成にとって必要なものであるとはいえな
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い。
　本条例が子供の人格形成に配慮しつつも，「ネット・
ゲーム依存症」対策を行うこととするのであれば，その内
容については，県民全体を含めた制約や施策のあり方を考
え，現行規定のような「教育」の名を借りた人権制約と捉
えられかねないあり方は再考されるべきであろう。

5．人権を制約する可能性のある条例の可否

　本来は自由であるはずの行為（憲法上自由権として保障
されていることが明文化されていないものの，少なくとも
法律上禁止されていない行為）が条例によって制約される
例は，本条例以外にも存在する。本章では，近時のそうし
た人権を制約する条例を示し，本条例と比較することとす
る。
　①歩きスマホの自由
　神奈川県大和市は，2020年6月に「大和市歩きスマホ
の防止に関する条例」（令和2年大和市条例第17号。以下
「大和市条例」という。）を制定した。
　ここでは，「歩きスマホが交通事故等を引き起こす可能
性のある危険な行為であることに鑑み，公共の場所におけ
る歩きスマホの防止について基本的事項を定めることによ
り，歩きスマホの防止に関する施策の推進及び意識の高揚
を図り，もって安心して快適に通行し，及び利用すること
ができる公共の場所の確保に資すること」を目的として定
められ（同条例1条），市内の道路，駅前広場，公園など
の公共の場所において，歩きスマホ29を禁止することが定
められている（同条例5条1項）。
　そして，同条例5条2項では，「何人も，公共の場所にお
けるスマホ等の操作は，他者の通行の妨げにならない場所
で，立ち止まった状態で行わなければならない」ことが定
められている。
　こうした規制は，2020年7月に施行された東京都足立
区の「足立区ながらスマホの防止に関する条例」（令和2
年足立区条例第53号。以下「足立区条例」という。）に
もみられる。
　ここでは，「この条例は，ながらスマホが交通事故等を
引き起こす可能性のある危険な行為であることに鑑み，公
共の場所におけるながらスマホの防止について基本的事項
を定めることにより，ながらスマホの防止に関する施策の
推進及び意識の高揚を図り，もって安心して快適に通行し，
及び利用することができる公共の場所の確保に資するこ
と」を目的としており（同条例），大和市条例の目的と同
旨のものである。
　ただし足立区条例では，大和市のような「歩きスマホ」
ではなく，「ながらスマホ」の禁止を規定している（足立
区ながらスマホの防止に関する条例5条1項）。この「な
がらスマホ」は，「スマホ等を操作し，又は画面を注視し
ながら歩行すること又は自転車に乗ること」（同条例2条5
号）とされていることから，歩きながらの通話等も禁止さ
れることとなり，このことを疑問視する意見がないわけで
はない30。また，「何人も，公共の場所におけるスマホ等
の操作は，他者の通行の妨げにならない場所及び状態で，
行わなければならない」（同条例5条2項）として，大和市
条例と同様に他者の妨げとならないようなスマートフォン

使用を求めている。
　国の法令では，「歩きスマホ」，「ながらスマホ」が禁止
されているわけではないが，足立区条例が禁止する自転車
の「ながらスマホ」については，道路交通法によって禁止
されている31。また，道路交通法76条4項2号（禁止行
為）において，「道路において，交通の妨害となるような
方法で寝そべり，すわり，しやがみ，又は立ちどまつてい
ること」として，交通の障害となるような立ち止まりにつ
いての禁止の規定が存在する。「歩きスマホ・ながらスマ
ホ」自体の危険性はあるものの，だからといって道路など
で急に立ち止まることの危険性もある。大和市条例，足立
区条例では「他者の通行の妨げにならない場所」といった
文言があることから，この点への配慮も見られるが，「立
ち止まって使用すれば良い」という誤解を与えないような
啓発活動を行わなければ，安心できる公共の場を確保する
ことはできず，この点は具体的な施策によって適切な対策
が期待される。
　では，これらの条例のように歩きスマホを禁止すること
が認められうるかという問題があろう。特に「道路」での
使用に関しては，道路交通法との関係も検討する余地があ
るが，道路交通法の趣旨目的に照らしても，これらの条例
の規定に問題があるということはできない。それは，「歩
きスマホ」それ自体の危険性があり，交通の安全などの観
点，他者の交通の妨げの防止という観点から規制を正当化
できるという性質のものであることから，そのように解さ
れよう。他方で，「ながらスマホ」に，スマートフォン等
で時刻の確認をすることやハンズフリーでの通話，マイク
付きイヤホンを用いた通話などのような，画面を注視する
ことはないが，スマートフォン等を操作するとされうる行
為との線引きについて十分な検討がなされる必要があろう。
　②喫煙の自由
　在監者喫煙権訴訟32において，最高裁は「喫煙の自由は，
憲法13条の保障する基本的人権の一に含まれるとしても，
あらゆる時，所において保障されなければならないもので
はない」と示して，喫煙について一定の制限がなされるこ
とを示唆し，在監者の喫煙は，たばこの火を使い証拠の隠
滅を図ることや，火災を起こすことによって逃走を図るこ
となどもありうるため，これを禁止することを合憲とした。
　この最高裁判決を，憲法13条に喫煙の自由が含まれる
ことを示唆すると解するものもあるが33，判決はあくまで
も，在監者の権利制限について判断をしたものであって，
喫煙の自由について正面から判断していないため，仮定上
認めているものとされよう34。
　このように，喫煙の自由は憲法上の人権として正面から
認められているわけではないが，喫煙の自由は，喫煙が自
己の嗜好として存在し，他者に対して危害を与えること，
他者の権利を侵害しないことを前提とすれば，一般的自由
として認められてきたものということができる。そのため，
喫煙は法律上禁止されているわけではなく，今日，2018
年に健康増進法が改正されたものの，ここでは喫煙者には，
周囲への「配慮」が求められたにとどまる35。
　この喫煙に関しては，これを住民の健康のために「受動
喫煙の防止」を定める条例や都市の美観の確保のために
「路上喫煙・ポイ捨ての禁止」を定める条例が各地で制定
されてきた36。
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　今日では，たばこ規制が広く一般化しており，公共の場
や多人数が利用する施設，他人と共有する密閉空間などで
の喫煙は禁止する，控えるといった認識を持つ者も多く
なっていると思われる。そのような意味において，喫煙に
対する制約は喫煙者にとって受忍すべきものとされるかも
しれないが，それでもなお，家庭内での喫煙等，他者の健
康などへの影響のない場所などでは自由に喫煙することが
妨げられるわけではない。
　本条例との関連でいえば，家庭内などでの「ゲーム」や
「スマートフォンの利用」が一般に制限されうるものであ
るかというと，子供，大人を問わず，基本的には各人の自
由な行為の範囲内とされるだろう。
　「たばこ」や「歩きスマホ」は，それ自体が他者や自身
に対する「害悪」と評価されうるものである一方で，ゲー
ムやスマートフォン等の使用はそれ自体を「害悪」と評価
しうるほどの科学的知見は存在していない。それを公権力
が敢えて規制するというのであれば，まずは，住民などに
対する十分な説明や理解を促す施策とともに，単なるパ
フォーマンスと捉えられる条例ではなく，実効性を伴う具
体的な施策を含む必要があろう。

6．おわりに

　「子どもを守る利益は，時代を超えて保護されるべき普
遍的な利益である。その際，過剰な規制が子どもや成年者
の利益を侵害しないための仕組みが必要となる。青少年
ゲーム法の立法経緯はこの背景を反映している。日本では
表現の自由の規制立法が違憲判断された例は少ない。児童
ポルノ法は，世界の趨勢に沿うものだが，規制が過剰にな
りやすい傾向もありえる。また，規制が存在していても実
効性を失う場合もある。子どもを守るための法律による規
制は，あまたの規制の内の選択肢のひとつであり，ゲーム
に対する特別な規制は必要なく，社会生活の最低限の基準
として考えておくべきだ」37とされるように，本条例が，
子供を「ネット・ゲーム依存症」から「守る」ことを前提
とするとしても，制約のあり方を再考する必要があろう。
ゲームやスマートフォン等の使用は，酒やたばこ，ギャン
ブルとは異なり，それ自体を「子供にとって害悪である」
と位置づけるには科学的根拠に乏しいものである。もちろ
ん，「過ぎたるは猶及ばざるが如し」ともいわれるように，
ゲームのやりすぎ，スマートフォン等の使用のし過ぎは，
子供のみならず大人にとっても害悪となる可能性はある。
その一つとして「ゲーム障害」という疾病があるというこ
ともいえるのだろう。
　しかしながら，「ゲーム障害」を条例制定の根拠とする
ことに対しては疑問視する指摘もあり38，本条例が目指す
方向性が「ネット・ゲーム依存症」対策というよりは，子
供たちの学力向上阻害要因の排除と感じるのは私だけであ
ろうか。子供たちの学力向上を阻害する要因は多様に存在
する39。もちろん，「ゲーム」や「スマートフォン等の使
用」も，その一つということはできるだろうが，それだけ
を排除することによって解決するという問題ではない40。
そのことを理解した施策・規制のあり方が求められている
といえよう。
　諸外国において，青少年のスマートフォン等の使用時間

の制約などを内容とする法律が定められる例があるものの，
その法律によっても十分な成果が挙げられていないとの研
究もある41。
　2020年には，新型コロナウィルス感染症の拡大に
よって，外出を自粛し自宅で過ごす時間が増えたため，
ゲームやインターネット等の利用が大人，子供問わず多く
なっている。これ自体が非難されることではなく，むしろ，
外出できないことに対する，ゲームによるストレス発散や
インターネット等を通じたコミュニケーションなどが行わ
れている。
　WHOも新型コロナウィルス感染症対策の一環として，
家庭内でのゲームを推奨しているところであり，ゲーム関
連企業を中心に「#PlayApartTogether」キャンペーン
が行われている42。また，ゲームが子供に与える可能性，
子供の精神的な安定さのための必要性の指摘もある43。 
eスポーツもそうかもしれないが，ゲーム等も活用しなが
ら私たちの生活がより豊かになるよう，そうした施策を国
や都道府県などの公権力には期待する。

【追記】
　本稿執筆後の2020年9月30日に，香川県内の高校生
が本条例を違憲なものであるとして，訴訟を提起したとの
報道があった。裁判所が、本条例についてどのような判断
を示すかが注目されるところである。

　
１	 NHK　News Up（2020年1月16日）「ゲームは1日60分？香川県条例
素 案 の 賛 否 」（https://www3.nhk.or.jp/news/html/20200116/
k10012247871000.html, 2020年8月1日最終閲覧）など。

２	 香川県弁護士会は，ゲーム条例を憲法違反であるとして，廃止を求める
声明を出している（http://kaben.jp/2020/05/25/, 2020年8月1日
最終閲覧）。朝日新聞DEGITAL2020年5月26日（https://www.asahi.
com/articles/ASN5T6THHN5TPTLC00K.html, 2020年8月1日最
終閲覧）なども参照。

3	 日経新聞2019年5月25日（https://www.nikkei.com/article/
DGXMZO45280950V20C19A5MM8000/，2020年8月1日最終
閲覧）。

4	 香川県弁護士会「「香川県ネット・ゲーム依存症対策条例」に対する会
長声明」（前掲注2）。

5	「スマートフォンやＰＣ，ゲーム専用機などで動作する，コンピュータ
を使用したゲーム全般を指す」ものという理解（2020年7月30日香川
県健康福祉部子ども政策推進局子ども政策課の回答より）。

6	 本条例においては，18歳未満の者のことをいう（2条4号）。
7	 香川県弁護士会「「香川県ネット・ゲーム依存症対策条例」に対する会
長声明」（前掲注2）では，「香川県においてネット・ゲーム依存症が「大
きな社会問題となっている」との社会的事実を見いだすことはできな
い」ことや，「子どもの「ネット・ゲーム依存症」を成人の薬物依存と
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